
自
分
の
住
所
地

を
管
轄
す
る
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
か
ら
、
そ

の
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

の
管
轄
区
域
外
に

あ
る
会
社
を
訪
問

し
た
と
き
（
※
1
広

域
求
職
活
動
）
に
、

宿
泊
費
や
交
通
費

が
援
助
さ
れ
る
制

度
が
あ
り
ま
す
。

失
業
の
状
態
で

宿
泊
費
や
交
通
費

を
支
出
す
る
こ
と

が
負
担
と
な
ら
な

い
よ
う
に
、
次
の

条
件
を
全
て
満
た

し
て
い
る
場
合
に

は
、
「
広
域
求
職

活
動
費
」
と
し
て

支
給
さ
れ
ま
す
。

種
類
に
つ
い
て
は
、
別
表
で
確

認
し
て
下
さ
い
。

①
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
紹
介
を
受
け

て
事
業
所
へ
訪
問
す
る
。

②
待
期
期
間
（
七
日
間
）
、
給
付

制
限
期
間
（
三
カ
月
）
が
経
過
し

て
い
る
。

③
訪
問
先
の
事
業
所
の
事
業
主
か

ら
交
通
費
等
が
支
給
さ
れ
な
い
。

ま
た
は
、
支
給
額
が
広
域
求
職
活

動
で
実
際
に
か
か
っ
た
額
よ
り
少

な
い
。

④
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の

短
期
労
働
者
で
は
な
い
。

な
お
、
「
広
域
求
職
活
動
費
」

受
給
に
は
申
請
期
限
等
が
あ
り
ま

す
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、
当
事
務

所
ま
た
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
お
尋

ね
く
だ
さ
い
。

失
業
等
給
付
の
所
定
給
付
日
数

満
了
前
に
安
定
し
た
職
業
に
就
い

た
場
合
（
※
2
）
、
一
定
の
条
件

を
満
た
し
て
い
る
と
き
に
は
、

「
就
業
促
進
手
当
」
が
支
給
さ
れ

ま
す
。

ま
た
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
紹
介

し
た
職
業
に
就
く
た
め
、
住
所
又

は
居
所
を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る

場
合
に
、
次
の
条
件
を
満
た
し
て

い
る
と
き
に
は
「
移
転
費
」
が
支

給
さ
れ
ま
す
。

①
待
期
期
間
（
七
日
間
）
、
給
付

制
限
期
間
（
三
カ
月
）
が
経
過
し

て
い
る
。

②
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
住
所
又
は
居

所
を
変
更
す
る
必
要
が
あ
る
と
認

め
て
い
る
。

③
移
転
に
必
要
な
費
用
が
、
就
職

先
か
ら
支
給
さ
れ
な
い
。
ま
た
は
、

支
給
額
が
転
居
で
実
際
に
か
か
っ

た
額
よ
り
少
な
い
。

④
パ
ー
ト
、
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の

短
期
労
働
者
で
は
な
く
、
１
年
以

上
の
雇
用
さ
れ
る
。

「
就
業
促
進
手
当
」
と
「
移
転

費
」
の
種
類
に
つ
い
て
は
、
別
表

で
確
認
し
て
下
さ
い
。

な
お
、
い
ず
れ
も
受
給
に
は
申

請
条
件
や
申
請
期
限
等
が
あ
り
ま

す
。
詳
細
に
つ
い
て
は
、
当
事
務

所
ま
た
は
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
へ
お
尋

ね
く
だ
さ
い
。

失
業
等
給
付
の
不
正
受
給
に
は

『
受
給
額
の
三
倍
返
し
』
と
い
う

ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー
が
あ
り
ま
す
の
で
、

求
職
状
況
等
を
正
し
く
申
告
し
て

受
給
し
て
く
だ
さ
い
。

（
※
1
）
広
域
求
職
活
動
と
は
：
遠
方

（
自
分
の
住
所
地
を
管
轄
す
る
公
共
職
業

安
定
所
の
管
轄
区
域
外
）
に
あ
る
求
人
企

業
の
事
業
所
を
訪
問
し
、
求
人
企
業
と
の

面
接
や
事
業
所
の
見
学
を
行
う
こ
と
。

（
※
2
）
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
と
な
る

場
合
や
、
事
業
主
と
な
っ
て
、
雇
用
保
険

の
被
保
険
者
を
雇
用
す
る
場
合
な
ど
。
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遠
方
へ
の

求
職
活
動
に
は

再
就
職
し
た
と
き
に
は

今
月
は
、
離
職
後
の
求
職
活
動
と
再
就
職
に
関

す
る
支
援
金
と
し
て
の
給
付
金
に
つ
い
て
紹
介
し

ま
す
。

受給期間中に再就職活動を行う場合

広域求職活動費：広範囲の地域にわたる求職活動を行う場合に受給
・鉄道費：鉄道を利用して求職活動したとき
・車賃：鉄道が利用できない地域で求職活動したとき
・船賃：船を利用する地域で求職活動したとき

受給期間中に再就職した場合

再就職手当：基本手当の支給残日数を一定期間以上残し、安定した職業に就いた場合に受給

就業手当：再就職手当の支給対象とならない雇用形態で就業した場合に受給

常用就職支度手当：基本手当等の受給資格者で、障害のある方等就職が困難な方が安定した

職業に就いた場合に受給

再就職・職業訓練受講時の転居費用を支出する場合

移転費：就職または公共職業訓練等を受講のために転居しなければならない場合に受給

・鉄道賃：鉄道を利用して転居したとき

・船賃：船を利用する地域に転居したとき

・航空賃：航空を利用する地域に転居したとき

・車賃：鉄道が利用できない地域に転居したとき

・移転料：家財家具等の運搬を伴って転居したとき

・着後手当：新居住地に到着後の諸経費を支出したとき

（
別
表
）



二
年
連
続
で
節
電
対
策
を
取
る

事
業
所
が
多
い
中
、
過
度
の
節
電

に
よ
っ
て
従
業
員
の
体
調
を
悪
化

さ
せ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
散
見
さ
れ

ま
す
。
熱
中
症
に
な
ら
な
い
よ
う
、

次
の
よ
う
な
点
に
注
意
し
て
く
だ

さ
い
。

・
こ
ま
め
な
水
分
＆
塩
分
補
給
を

し
ま
し
ょ
う

・
湿
気
性
、
通
気
性
の
良
い
服
装

を
着
用
し
ま
し
ょ
う

・
睡
眠
不
足
に
な
ら
な
い
よ
う
に

し
ま
し
ょ
う

・
日
頃
の
健
康
状
態
を
把
握
し
て

お
き
ま
し
ょ
う

屋
外
の
作
業
に
従
事
す
る
場
合

に
は
、
日
陰
や
空
調
設
備
の
あ
る

涼
し
い
休
憩
場
所
を
確
保
し
て
お

く
こ
と
も
重
要
で
す
。
ま
た
、
地

下
室
な
ど
で
通
気
性
が
悪
く
、
湿

気
を
た
め
や
す
い
場
所
で
の
作
業

も
熱
中
症
に
な
り
や
す
い
の
で
、

同
様
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

複
数
で
作
業
に
従
事
す
る
場
合

は
、
お
互
い
の
体
調
を
確
認
し
あ

う
こ
と
で
、
熱
中
症
予
防
に
効
果

的
で
す
。
や
む
を
得
ず
一
人
で
作

業
す
る
場
合
に
は
、
他
の
人
に
行

先
と
作
業
時
間
・
作
業
内
容
等
を

伝
え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

残
暑
厳
し
い
九
月
頃
ま
で
は
、

十
分
注
意
す
る
こ
と
が
肝
心
で
す
。

一
〇
日

○
雇
用
保
険
被
保
険
者
資
格
取
得

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
採
用
し

た
労
働
者
が
い
る
場
合
）

［
公
共
職
業
安
定
所
］

○
労
働
保
険
一
括
有
期
事
業
開
始

届
の
提
出
（
前
月
以
降
に
一
括
有

期
事
業
を
開
始
し
て
い
る
場
合
）

［
労
働
基
準
監
督
署
］

三
十
一
日

○
健
保
・
厚
年
保
険
料
の
納
付

［
郵
便
局
ま
た
は
銀
行
］

○
日
雇
健
保
印
紙
保
険
料
受
払
報

告
書
の
提
出

［
年
金
事
務
所
］

○
労
働
保
険
印
紙
保
険
料
納
付
・

納
付
計
器
使
用
状
況
報
告
書
の
提

出

［
公
共
職
業
安
定
所
］
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Ｑ 従業員７名の企業です。節電の影響もあり、

今年から土曜日・日曜日の所定休日を、夏

季にだけ日曜日・月曜に変更しようと考えていま

す。どのように進めればよいのでしょうか。

Ａ 御社では、就業規則等を作成していますか。

就業規則等を作成していれば、実施に当たっ

て、原則として就業規則等の変更が必要となりま

す。作成していなければ、今回の決定事項を書面

化しておきましょう。いずれの場合も、従業員が

7人ですので届出は不要です。

就業規則等には、次の下線のような規定を設け

ます。

第○条 （休日）

１ 休日は、次のとおりとする。

（１）毎年７月１日から９月３０日までは、日曜

日及び月曜日

（２）毎年７月１日から９月３０日を除く期間は、

土曜日及び日曜日

（３）・・・・・・

休日を変更する場合は、労使間で十分に話し合

いをした上で、就業規則等の作成・変更を行って

ください。また、労働者の代表からの意見聴取を

行い、意見書を添付しておきましょう。

我
が
家
の
観
音
竹
は
八
鉢
あ
り

ま
す
が
、
そ
の
う
ち
の
七
鉢
に
花

が
咲
い
て
い
ま
す
。
花
は
二
〇
年

か
ら
三
〇
年
に
一
度
し
か
咲
か
な

い
た
め
、
「
大
吉
の
花
」
と
言
わ

れ
る
そ
う
で
す
。

昨
年
に
引
き
続
き
、
二
年
連
続

で
咲
い
て
い
る
の
で
、
“
厄
よ
け
”

に
な
っ
て
い
る
の
か
も
し
れ
ま
せ

ん
。

（
ぎ
ん
）

編
集
後
記

八
月
の
労
務
手
続

［
提
出
先
・
納
付
先
］

藤田社会保険労務士事務所

e-mail
k-fujita@k-fujita-sr.com

URL http://k-fujita-sr.com

TEL・FAX 075-571-8611

〒601-1456
京都市伏見区小栗栖南後藤町6-31-408

所定休日を変更するには？

雇用保険の基本手当は、労働者が離職した場合に、
一定の条件を満たしていれば受給できるものです。

基本手当日額とは、離職前の賃金を基に算出した１
日当たりの受給額のことです。この基本手当日額が８
月１日より変更されました。具体的な変更額は、次の
とおりです。
（１）基本手当日額の最低額の引下げ

1,864円 → 1,856円 （－８円）
（２）基本手当日額の最高額の引下げ

基本手当日額の最高額は、年齢ごとに以下の
ようになります。

○60歳以上65歳未満
6,777円 → 6,759円 （－18円）

○45歳以上60歳未満
7,890円 → 7,870円 （－20円）

○30歳以上45歳未満
7,170円 → 7,155円 （－15円）

○30歳未満
6,455円 → 6,440円 （－15円）


